
 

第１２節 歯科医療 

 

 

１ 歯の疾患及び検診の現状 

● 県では，乳幼児期及び学童・思春期の歯科口腔保健対策を重点化し，各種の事業や研修，調査等を実施し

ており，これらの取組により一定の成果を得ているところですが，乳幼児期や学童期・思春期におけるむ

し歯は，全国平均に比較すると依然として本数が多い水準にあります。 
● 成人・高齢者に対する歯周疾患対策を推進するため，歯周疾患検診の全市町村実施を目標として取り組ん

でいますが，実施率や受診率は低調に留まっており，より具体的な底上げのための取組が必要となってい

ます。 
 

【図表５－２－１２－１】乳幼児及び学童の歯の疾患の状況 

区    分 
〔乳幼児期〕３歳児の 

一人平均むし歯数（H27（2015）） 

〔学童期〕12歳児の 

一人平均むし歯数（H28（2016）） 

宮城県  本2.1 本28.0

全国  本38.0 本85.0

出典：〔乳幼児期〕「平成２７年度３歳児歯科健康診査結果」（県保健福祉部）， 

〔学童期〕「平成２８年度学校保健統計調査」（文部科学省） 

 

２ 宮城県の歯科医療機関の現状 

● 宮城県内における歯科診療所及び歯科関係の診療科を標榜する病院の数は次のとおりです。特に，仙台医

療圏に集中しています。 

 
【図表５－２－１２－２】歯科医療機関の状況（平成２９（２０１７）年１０月１日現在） 

区    分 歯科診療所数 
標榜診療科数（複数回答） 

歯科 矯正歯科 小児歯科 歯科口腔外科 

仙南医療圏 70 70 14 28 10 

仙台医療圏 760 740 289 458 215 

大崎・栗原医療圏 109 102 35 46 16 

石巻・登米・気仙沼医療圏 134 131 45 70 43 

合    計 1,073 1,043 383 602 284 

 
 
 
 

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

● 健康の保持増進に関わる歯と口腔の健康づくりを推進します。 

● 在宅療養者に対する歯科医療提供を支援します。 

● ５疾病患者や高齢者，入院患者等における口腔のケアや口腔機能管理の重要性を踏まえ，医科歯科連携を

促進します。 

● 障害者等への対応や歯科救急医療体制の整備，また災害時における歯科保健及び医療体制の構築を推進し

ます。 
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区    分 全病院数 
うち歯科関係の診療科

を有する病院数 

標榜診療科数（複数回答） 

歯科 矯正歯科 小児歯科 歯科口腔外科 

仙南医療圏 13 3 2 0 0 1 

仙台医療圏 79 21 16 3 2 11 

大崎・栗原医療圏 26 2 1 1 1 2 

石巻・登米・気仙沼医療圏 22 6 4 0 0 3 

合    計 140 32 23 4 3 17 

出典：「宮城県内の医療機関（病院・診療所）名簿」（県保健福祉部） 

 

３ 歯科診療所の医療機能 

● 平成２８（２０１６）年度に実施した宮城県医療機能調査によれば，県内の歯科診療所の医療機能は次の

とおりです。 

 

【図表５－２－１２－３】歯科診療所の医療機能（平成２８（２０１６）年７月現在） 

区  分 回答数 

初期救急医療体

制への参加状況 
専門的治療の実施状況 専門医等（人） 

休日等歯科

診療所 

在宅当

番医制 

歯周外科

手術 

骨折・顎骨

腫瘍手術等 

インプラン

ト手術 

障害児

（者）治療 

摂食嚥下指

導 

病院の入院患者に

対する専門的な口

腔のケアの実施 

日本糖尿病 

協会登録 

歯科医師 

口腔外科 

専門医 

歯科麻酔 

専門医 

仙南医療圏 62 33 17 18 1 16 12 6 8 4 0 0 

仙台医療圏 628 93 27 258 12 190 91 41 52 40 9 4 

大崎・栗原医療圏 93 43 6 25 2 16 9 8 8 13 1 0 

石巻・登米・ 

気仙沼医療圏 
121 46 41 36 1 25 16 9 8 3 1 0 

合計 904 215 91 337 16 247 128 64 76 60 11 4 

出典：「平成２８年度宮城県医療機能調査」（県保健福祉部） 

 

４ 在宅療養者に対する歯科診療 

● 平成２８（２０１６）年度に実施した宮城県医療機能調査によれば，県内の歯科診療所で現に実施してい

る在宅医療サービスの状況は次のとおりです。 

 

【図表５－２－１２－４】在宅医療サービスの実施状況（平成２８（２０１６）年７月現在） 

区 分 回答数 

実施しているサービスの種類 
在宅医療，介護サービ

スへの対応の可否 

在宅医療で実施している処置等 

歯科訪問 

診療 

訪問歯科 

衛生指導 

歯科疾患在宅

療養管理 
口腔のケア 

摂食・嚥下障害のリハ

ビリテーション 
簡単な外科手術 

仙南医療圏 62 33 11 9 36 27 6 16 

仙台医療圏 628 145 54 44 163 141 46 72 

大崎・栗原医療圏 93 34 12 10 33 31 10 12 

石巻・登米・ 

気仙沼医療圏 
121 42 19 14 47 46 17 32 

合   計 904 254 96 77 279 245 79 132 

出典：「平成２８年度宮城県医療機能調査」（県保健福祉部） 

 

● また，平成２６年医療施設調査（厚生労働省）によれば，在宅医療サービスを実施している歯科診療所に

ついては，「訪問診療（居宅）」を実施しているのは１３８施設で，「訪問診療（施設）」を実施してい

るのは１４２施設となっています。 
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【図表５－２－１２－５】歯科訪問診療を実施している診療所数 

区  分 
歯科訪問診療を実施している診療所数 

訪問診療（居宅） 訪問診療（施設） 

仙南医療圏  51 21

仙台医療圏  28 38

大崎・栗原医療圏  91 12

石巻・登米・気仙沼医療圏  62 22

合計  241 831

出典：「平成２６年医療施設（静態・動態）調査」（平成２６（２０１４）年１０月１日現在）（厚生労働省） 

 

● これらの調査結果から，在宅療養者に対する歯科医療は地域差が大きく，県全域において訪問歯科診療が

十分に普及しているとは言いがたいため，施設及び在宅患者への口腔のケアや口腔機能管理，歯科医療の

提供の一層の普及が必要と考えられます。 

● また，肺炎による死亡者の大半が高齢者であり，その多くが誤嚥性肺炎であることから，在宅療養の高齢

者については摂食・嚥下障害への対策としての口腔のケアも重要性が増しています。 

 

５ 障害者等への歯科医療 

● 障害者等の通院が困難な者に対する歯科医療の提供としては，仙台歯科医師会による「仙台歯科福祉プラ

ザ」での外来及び訪問歯科診療が行われています。また，東北大学病院及び宮城県立こども病院において

は，知的，精神的又は身体的障害のため歯科治療が難しい方を対象として，重度の障害を考慮した歯科治

療が実施されています。 
● 障害者等への歯科医療において地域差が大きいことから，障害者等が地域で歯科医療を受けられる体制の

強化も必要となります。 
 

６ 入院医療を担う病院・診療所における口腔のケアの実施 

● 口腔のケアについては，脳卒中や急性心筋梗塞に係る予防効果やがん患者に係る良好な予後，糖尿病患者

における歯周病安定による糖尿病の改善効果についての報告があり，入院患者の生活の質（ＱＯＬ）の向

上が期待されています。 
● また，近年，口腔のケアが誤嚥性肺炎の発症予防に有効であることや周術期の口腔機能管理によって在院

日数の短縮につながることが報告されるなど，口腔と全身との関係について広く指摘されています。 
● このことから，入院医療を担う病院・診療所においては，適切な口腔のケアの提供が入院患者に対して行

われていることが必要となります。 
 

７ 歯科救急医療体制 

● 歯科救急については，郡市歯科医師会単位で在宅当番医制度や休日等歯科診療所の取組が行われているほ

か，土日の診療や平日の準夜帯の診療を行う歯科診療所も設置されています。しかし，地域における準夜

帯の歯科救急医療への対応について，検討が必要となっています。 
 

８ 災害時における歯科保健・医療体制 

● 災害時には，応急的な歯科処置や外傷，義歯（入れ歯）の紛失への対応，避難所や仮設住宅等での誤嚥性

肺炎予防のための口腔のケア，う歯（むし歯）や歯周病予防等，被災後から中長期的に対応が必要となり

ます。歯科医による遺体の身元確認にも支援を求められます。 
● 本県は平成１９（２００７）年３月に県歯科医師会と災害時の歯科医療救護に関する協定を締結しました

が，東日本大震災での経験を踏まえ，連絡網の整備等のほか，迅速な対応ができるよう平時からの体制づ

くりが求められています。 
● 県歯科医師会では，東日本大震災後の支援活動を教訓に，災害時支援歯科保健・医療活動等の強化策とし
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てライフラインが喪失した被災地でも移動困難者などへの歯科診療，口腔のケア等を提供できる巡回診療

車「歯☆ぴか号」による支援活動体制を構築しています。また，必要に応じてＪＭＡＴ宮城に参画してい

ます。 
 

【図表５－２－１２－６】救急歯科医療，障害者歯科医療体制（平成３０（２０１８）年１月１日） 

区分 歯科医師会 場所 診療時間 診療日 

休日救急歯科診療所数 

仙台 

仙台 
仙台歯科福祉プラザ 

ＴＥＬ(022)261-7345 

午前１０時～１２時 

午後１時～４時 
日曜祝日 年末年始 お盆 

塩釜 在宅当番医 午前９時～午後３時 日曜祝日 年末年始 

岩沼 在宅当番医 午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 お盆 

仙南 

柴田 在宅当番医 午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 

白石 
白石市歯科休日診療所 

ＴＥＬ(0224)25-4744 
午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 

角田 在宅当番医 午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 

大崎・栗原 
大崎 

大崎口腔保健センター 

ＴＥＬ(0229)24-5101 

午前９時～１２時 

午後１時～午後５時 
日曜祝日 年末年始 

栗原 在宅当番医 午前９時～午後５時 祝日 年末年始 お盆 

石巻・登米・気仙沼 

石巻 

石巻歯科医師会休日歯科診療所 

ＴＥＬ(0225)94-8223 

在宅当番医 

午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 お盆 

登米 在宅当番医 午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 

気仙沼 在宅当番医 午前９時～午後５時 日曜祝日 年末年始 

気仙沼（本吉郡） 在宅当番医 午前９時～午後５時 第１・第３日曜 

夜間救急歯科診療施設 

 仙台 
仙台歯科福祉プラザ 

ＴＥＬ(022)261-7345 
午後７時～１１時 土曜 日曜祝日 

障害者歯科診療施設 

 仙台 

仙台歯科福祉プラザ 

ＴＥＬ(022)261-7345 

午前９時～１１時３０分 

午後１時～４時３０分 
月曜～金曜 

午前９時～午後１時３０分 土曜 

東北大学病院 

ＴＥＬ(022)717-7000 
午前８時３０分～１１時 月曜～金曜 

宮城県立こども病院 

ＴＥＬ(022)391-5115 

午前 午後 

午前   （紹介外来制） 

月曜・火曜 

木曜・金曜 

 石巻 

石巻歯科医師会休日歯科診療所， 

障がい児・者歯科診療所 

ＴＥＬ(0225)94-8223 

午前９時～１２時３０分 
第２・３・４木曜日 

（平成２９年１２月開始） 

※在宅当番医等の詳細は，県歯科医師会ホームページをご覧ください。 

 

 

１ 歯と口腔の健康づくりの推進 

● 口腔の健康は全身の健康につながる重要性を有することから，歯と口腔の健康づくりのための施策推進に

当たっては，「宮城県歯と口腔の健康づくり基本計画」に基づき，「乳幼児期及び学童期・思春期の歯科

口腔保健対策の重点化」，「歯周病疾患予防対策の強化」，「要介護者や障害児・者への歯科口腔保健対

策の充実」，「施策の推進における連携づくりの推進」といった４つの方向性を定め，取組を進めます。 
 

 

施策の方向 

第５編　第２章　第12節　歯科医療

174



 

２ 在宅における歯科医療提供体制の構築及び情報提供の促進 

● 県歯科医師会での医療連携や地域連携を推進するための歯科医師の養成研修会や歯科医師リストの作成，

関係機関との連携に向けた調整など様々な取組を支援し，在宅療養における歯科医療の円滑な提供体制の

構築を目指します。また，保健医療福祉関係者や住民に向けた情報提供に努めます。 
 

３ 入院患者等に対する歯科医療・口腔のケアの実施 

● 入院患者や在宅療養患者に対して，歯科医師や適切な知識・技術を持った医療・介護関係者による歯科医

療・口腔のケアや口腔機能に関するリハビリテーションサービスの提供を促進します。 
● 近年，入院患者等に対する口腔のケアや口腔機能管理の重要性，口腔と全身との関係等が広く指摘されて

いることを踏まえ，入院患者や在宅療養患者に対し適切な歯科医療・口腔のケアが提供されるよう，医科

歯科連携を更に推進します。 
 

４ 障害者・高度・救急歯科医療体制の整備 

● 障害者等への対応，手術や入院等が必要な高度医療については，県歯科医師会及び東北大学，病院関係機

関との調整を図りながら体制の構築を促進します。また，仙台市以外での障害者等への歯科医療提供体制

について現状を把握し，提供体制の構築について検討していきます。 
● 歯科救急医療については，郡市歯科医師会での取組を推進し，一層の体制の充実を図ります。 
● 県民に対しては，宮城県医療機能情報提供システム（みやぎのお医者さんガイド）による即時の情報提供

や県歯科医師会のホームページでの休日・救急歯科診療情報の周知を図り，円滑な歯科受診を推進します。 
 

５ 災害時における歯科保健・医療体制 

● 災害時の歯科医療救護に関する協定に基づく，県歯科医師会の取組を支援し，東北大学との協力の下，災

害直後から中長期的な巡回診療や口腔のケア，歯科疾患予防等の仮設歯科診療所設置等の歯科保健・医療

体制を構築します。 
● 県歯科医師会では東日本大震災の支援活動を教訓に，ライフラインが喪失した被災地でも移動困難者等へ

の歯科診療，口腔のケア等を提供できる巡回診療車「歯☆ぴか号」を装備しました。今後災害時の歯科保

健・医療救護体制を強化していきます。 
 

 

指  標 現  況 2023年度末 出  典 

在宅医療サービスを実施している歯科診療所のうち

「訪問診療（居宅）」の施設数 
138ヶ所 170ヶ所 

「平成26年医療施設（静態・動態）調査」

（厚生労働省） 

在宅医療サービスを実施している歯科診療所のうち

「訪問診療（施設）」の施設数 
142ヶ所 190ヶ所 

「平成26年医療施設（静態・動態）調査」

（厚生労働省） 

 

 

＜「宮城県歯と口腔の健康づくり条例」について＞ 

 国においては，平成２３（２０１１）年８月に「歯科口腔保健の推進に関する法律」が施行されました。さら

に平成２４（２０１２）年７月には，国及び地方公共団体の歯科口腔保健施策を総合的に推進するための「歯科

口腔保健の推進に関する基本的事項」が策定されました。 

 本県では，これらに先立ち，全ての県民の心身全体の健康の保持増進に関わる歯と口腔の健康づくりを推進す

るため，「宮城県歯と口腔の健康づくり推進条例」を平成２２（２０１０）年１２月に施行しています。 

数値目標 
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第１３節 感染症対策 

 

 

 

 

 

 

 

１ 感染症の動向 

● 海外においては，エボラ出血熱，重症呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）や中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）等の新

興感染症が相次いで発生しています。 
● それにより，平成２６（２０１４）年１１月に感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（以下「感染症法」という。）が改正され，二類感染症として新型インフルエンザ等感染症に変異するお

それが高い鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９型）や中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）が指定となり，さらに，平

成２８（２０１６）年３月には感染症法施行規則が改正され，四類感染症としてジカウイルス感染症が指

定されるなど監視対象となる感染症が増えてきます。 
● また，国際交流の活発化や航空機による高速かつ大量輸送の進展に伴い，国外で感染し，帰国後に発症す

る輸入症例は後を絶たず，新興感染症の国内への侵入の危険性は高まっています。 
 

２ 感染症対策の現状と課題 

（１）感染症による健康危機管理体制 

● 感染症の発生情報の正確な把握と分析結果の迅速な情報発信が感染症の発生及びまん延を防止するために

有効であることから，県医師会を通じ，県内の医師等の協力の下，感染症発生動向調査事業を展開してい

ます。 

● これまで県内に未設置の第一種感染症病床が，平成３０（２０１８）年５月の運用開始に向けて，東北大

学病院において整備が進められています。 

● 県内でも海外渡航者や海外からの観光客が増加していることから，海外における感染症発生情報の収集な

ど，仙台検疫所や保健所設置市である仙台市をはじめとする関係機関との緊密な情報共有や連携強化が求

められています。 

 

（２）結核対策 

● 日本は年間２万２千人以上の結核患者が発生し，約２千人が亡くなっており，世界的にも結核の「中まん

延国」に位置づけられていますが，本県においては，結核り患率が低く（平成２７（２０１５）年全国３

位），新規の結核登録患者数も減少傾向にあります。 

● しかしながら，新規の結核登録患者の約６割は７０歳以上の高齢者であり，基礎疾患を有するうえに様々

な疾患を併発していることから，治療形態は多様化しており，主に入院治療のための患者受入れをはじめ

とした医療提供体制の確保が課題となっています。 

● さらに，結核医療を担う医師の不足や結核患者の減少に伴う結核病床の稼働率の低下から採算性が問題と

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

● 新型インフルエンザ等の新興・再興感染症の発生に備え，関係機関との連携強化に努め，感染症情報を収

集・分析して，県民や保健医療関係者等に提供します。 

● 感染症病床及び結核病床の確保により安定した医療提供体制を構築するとともに，感染症に関する知識の

普及・啓発に努め，保健所での検査・相談体制の充実を図ります。 

● ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及・啓発，検査・治療などの総合的な推進を図り，要診療者に対

する早期治療を促進して肝がんなどの予防を図ります。 
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なり，医師の確保や適正な結核病床数の維持が課題となっています。 

● 本県では，県北地域医療連携会議の検討結果を受けて，宮城県立循環器・呼吸器病センターの機能を栗原

市立栗原中央病院に移管することに伴い，結核病床の整備が進められているところです。 

 
【図表５－２－１３－１】結核のり患率の推移 

  区分 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

新登録

患者数 

患者総数（人） 
宮城県 228 231 223 209 198 

全 国 22,681 21,283 20,495 19,615 18,280 

り患率（％） 
宮城県 9.8 9.9 9.6 9.0 8.5 

全 国 17.7 16.7 16.1 15.4 14.4 

うち喀痰塗抹陽性 

肺結核患者数（人） 

宮城県 75 96 90 89 75 

全 国 8,654 8,237 8,119 7,651 7,131 

結核による死亡者数（人） 
宮城県 20 30 22 26 23 

全 国 2,162 2,105 2,084 2,099 1,956 

出典：「結核登録者情報調査年報」（厚生労働省）  

 

（３）肝炎対策 

● 平成２２（２０１０）年１月に施行された肝炎対策基本法において国が肝炎対策に関して責任を負うこと

が規定されるとともに，平成２３（２０１１）年５月に公表された国の肝炎対策基本方針において，国，

地方公共団体等が取り組むべき方向性が示され，今後の肝炎対策のより一層の推進を図ることとされまし

た。 

● ウイルス性肝炎は，本人に自覚症状がないことが多く，適切な時期に治療を受けられないまま，気がつか

ないうちに肝硬変や肝がんを発症することが問題となっています。 

● 本県では，肝炎ウイルス検査を保健所で実施するとともに，医療機関や健診団体への委託を通じて，検査

機会の拡大を図り，肝炎ウイルス陽性者に対しては，医療機関への早期受診の勧奨を推進しています。 

● また，Ｃ型肝炎については，新治療薬の登場によりウイルスの排除が容易となりました。 

 

【図表５－２－１３－２】肝炎ウイルス検査実施状況 

検査項目 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

 件数 陽性者数 件数 陽性者数 件数 陽性者数 件数 陽性者数 

Ｂ型 1,881 19 1,331 8 1,890 14 2,047 13 

Ｃ型 1,888 11 1,341 7 1,885 16 2,058 10 

合計 3,769 30 2,572 15 3,775 30 4,105 23 

出典：県保健福祉部調査 
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【図表５－２－１３－３】肝炎治療特別促進事業の認定実績（平成２４（２０１２）年度～平成２７（２０１５）年度） 

年度 種  別 申請（件） 
認定の状況（件） 

認定 不認定 

H24 

インターフェロン 

新規（３剤以外） 218 218 0 

新規（３剤） 98 98 0 

延長 20 20 0 

再認定 5 5 0 

核酸アナログ 
新規 156 156 0 

更新 614 612 2 

H25 

インターフェロン 

新規（３剤以外） 122 122 0 

新規（３剤） 110 110 0 

延長 9 9 0 

再認定 10 10 0 

核酸アナログ 
新規 144 142 2 

更新 709 709 0 

H２６ 

インターフェロン 

新規（３剤以外） 81 81 0 

新規（３剤） 271 271 0 

延長 8 8 0 

再認定 1 1 0 

核酸アナログ 
新規 134 131 3 

更新 789 786 3 

インターフェロンフリー 新規 234 230 4 

H27 

インターフェロン 

新規（３剤以外） 13 13 0 

新規（３剤） 13 13 0 

延長 0 0 0 

再認定 0 0 0 

核酸アナログ 
新規 128 120 7 

更新 871 870 1 

インターフェロンフリー 
新規 1,359 　1,359 0 

再治療 4 4 0 

出典：県保健福祉部調査 

 

（４）新型インフルエンザ等対策 

● 平成２１（２００９）年に発生した豚由来の新型インフルエンザ（Ｈ１Ｎ１型）の経験を踏まえて，平成

２４（２０１２）年５月には新型インフルエンザ等対策特別措置法が公布されたことから，本県でも「宮

城県新型インフルエンザ等対策行動計画」及び「宮城県新型インフルエンザ等対応マニュアル」を策定し，

体制整備を推進しています。 

● また，平成２１（２００９）年以降，新たに新型インフルエンザの発生は確認されていませんが，国外で

は，新型インフルエンザに変異するおそれがある鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１型及びＨ７Ｎ９型）のヒト

への感染例や死亡例の報告が続いています。 

● なお，新型インフルエンザの発生に備えて適切な医療提供体制等を確保するため，平成２９（２０１７）

年１月には，国の要請を受けて，特定接種の登録に関する周知や確認作業に協力し，対策強化を推進しま

した。 

 

（５）エイズ等対策 

● 全国におけるエイズ患者及びＨＩＶ感染者の累積報告数は，平成２９（２０１７）年６月末現在， 

２８，０３３人（前年同月比１，４２６人増）であり，本県においては，２３１人（同１６人増）とな

っており，全国的な傾向と同様に，報告数の増加が続いています。 

● 症状が出てからエイズと診断されたり，ＨＩＶ感染に気づかない感染者からの二次感染が広がるおそれ
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があることから，エイズやＨＩＶに関する正しい知識や感染予防の普及啓発や教育，さらには検査や相

談体制の充実が必要となっています。 

● 本県においては，仙台医療センターが県の中核拠点病院に，さらに東北地区のブロック拠点病院に指定

されており，医療従事者等に対する各種研修活動を行うなど，地域の実状に応じたＨＩＶ・エイズ医療

体制を構築しています。 

 

（６）その他の感染症について 

● 麻しんは，平成２７（２０１５）年３月２７日に世界保健機関西太平洋地域事務局により，日本が麻し

んの排除状態にあることが認定されましたが，その後も国内において，輸入症例を発端とした集団感染

事例が報告されています。 

● 主にノロウイルスを原因とする感染性胃腸炎は，毎年１２月から翌年１月をピークに全国的に流行して

いますが，本県においては，平成２８（２０１６）年末にウイルスの変異が要因と推測される患者の大

幅な増加や多数の集団感染事例が報告されています。 

● また，本県では，高病原性鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ６亜型）について，平成２８（２０１６）年１１

月に野鳥で，平成２９（２０１７）年３月には家きんで感染が確認され，家畜伝染病予防法に基づく防

疫措置を講じています。 

 

【図表５－２－１３－４】感染症の発生状況 

類 型 疾 患 名 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 

三類 

コレラ 0 0 0 0 1 

細菌性赤痢 8 5 1 4 3 

腸管出血性大腸菌感染症 128 158 153 95 133 

腸チフス 0 0 0 0 0 

パラチフス 0 0 1 1 0 

四類 

（抜粋） 

オウム病 0 0 0 0 0 

つつが虫病 2 4 3 5 4 

デング熱 0 4 2 3 3 

レジオネラ症 16 27 66 22 30 

五類全数 

（抜粋） 

後天性免疫不全症候群 17 12 18 12 14 

梅毒 16 21 43 23 25 

風しん 1 13 107 1 1 

麻しん 0 0 0 0 0 

五類定点 

（抜粋） 

インフルエンザ 20,745 33,092 16,005 33,981 19,840 

感染性胃腸炎 20,143 26,832 17,399 18,159 19,670 

出典：「感染症発生動向調査年報」（厚生労働省）（疾患の類型区分は，平成２７（２０１５）年４月１日現在で記載） 

 

 

１ 感染症による健康危機管理体制の整備 

● 感染症の発生やまん延に備えて，仙台検疫所等の国の機関，県医師会，消防・警察及び市町村等との連携

を強化するとともに，第一種感染症指定医療機関となる東北大学病院を始めとする感染症指定医療機関や

その他の県内医療機関と緊密な連携を図りながら，良質で適切な医療等が提供されるための体制整備の充

実に努めます。 
● 感染症発生時において，患者個人の意思や人権を尊重し，一人ひとりが安心して社会生活を続けながら良

質で適切な医療を受けられるとともに，入院措置がとられた場合には，早期に社会復帰できるよう環境整

備に努めます。 
● また，感染症のまん延防止，県民の不安解消及び風評被害の回避を図るため，人権の尊重や個人情報の保

護に十分配慮しながら，県民に対して，感染症に関する正しい知識や予防策を的確に提供するなど，リス

クコミュニケーションの推進に努めます。 

施策の方向 
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２ 適正な結核医療の推進 

● 宮城県立循環器・呼吸器病センターの機能移管に伴い，栗原市立栗原中央病院に結核病床が新たに整備さ

れることから，結核患者に対する適切な医療をこれまでと同様に提供できる体制の維持に努めるとともに，

身近な地域において治療が受けられるよう，国の制度を活用しながら，充実を図ります。 

● 潜在性結核感染症を含む全結核登録患者のＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）の推進を目指し，ＤＯＴＳカン

ファレンスの開催や服薬手帳・地域連携パスの作成を通じて，退院後も地域ＤＯＴＳによる患者支援に努

めます。 

 

３ 肝疾患診療体制の推進 

● 「宮城県肝炎対策協議会」において学識経験者等の意見を踏まえながら，肝疾患診療連携拠点病院及び概

ね二次医療圏ごとに専門医療機関を指定し，かかりつけ医と専門医療機関との連携強化等，肝疾患診療体

制を構築しており，今後は更なる連携強化に努めます。 

 

４ 新型インフルエンザ等対策の推進 

● 国の動向を見定めつつ，「宮城県新型インフルエンザ等対策行動計画」等の見直しを行い，新型インフル

エンザ等の発生に備えて，市町村や指定地方公共機関との連携を強化するとともに，感染症指定医療機関，

東北大学及び県医師会等の関係機関と緊密な連携を図りながら，適切な医療等が提供される体制の整備に

努めます。 
 

５ ＨＩＶ感染者及びエイズ患者に対する医療提供体制の充実 

● 治療効果を高めるためには，早期発見，早期治療が重要であることから，正しい知識の普及啓発に努める

とともに，検査・相談体制の拡充を図ります。 
● 本県の中核拠点病院である仙台医療センターを中心として，県内のエイズ拠点病院や一般医療機関との連

携を強化し，適切な医療提供体制の充実に努めます。 
 

６ その他の感染症について 

● 感染症の予防対策として，予防接種は有効な手段であることから，ワクチンの有効性や安全性に関する正

しい知識の普及に努めるとともに，市町村や県医師会と連携し，安全かつ適切な予防接種を受けやすい環

境の整備を図ります。 

 

 
 

指  標 現  況 2023年度末 出  典 

喀痰塗抹陽性肺結核初回治療患者の

治療失敗・脱落中断率 
5.19％ 5％以下の維持 

「平成27年結核登録者情報調査年

報」（厚生労働省） 

麻しん風しん予防接種率（定期） 
第一期：97.9％ 第一期，第二期とも 

95％以上 

「平成27年市町村接種率調査」

（厚生労働省） 第二期：93.2％ 

 
 
 
 

数値目標 
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第１４節 難病対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 難病等対策の動向 

● 難病の患者に対する医療等に関する法律及び児童福祉法の一部を改正する法律が平成２６（２０１４）年

５月３０日に公布され，平成２７（２０１５）年１月１日から新たな医療費助成制度（指定難病＊1医療費

助成制度及び小児慢性特定疾病＊2医療費助成制度）が開始されました。 
● 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の改正により，平成２５（２０１３）年４

月から，障害児・者の対象に難病等が追加され，障害福祉サービスの対象となりました。さらに，介護保

険サービスの充実と地域包括ケア体制の推進により，難病患者が地域で療養生活を送る上で，福祉サービ

スの活用がより重要になっています。 
 

２ 難病等対策の現状と課題 

（１）医療提供体制 
● 平成２７（２０１５）年１月１日から新たな医療費助成制度が開始されたことに伴い，指定難病医療費助

成制度及び小児慢性特定疾病医療費助成制度の申請に必要な診断書（指定難病にあっては「臨床調査個人

票」，小児慢性にあっては「医療意見書」）を作成する指定医及び治療を行う指定医療機関制度が導入さ

れました。人口１０万対指定医数は，指定難病にあっては全国平均よりも低く，指定難病，小児慢性とも

に仙台医療圏域に集中しています。難病等患者が安心して療養生活を送れるよう，難病等を早期に正しく

診断するための指定医の確保や治療を行う指定医療機関の充実が必要です。 

 

 

 

 

 

 

＊1 

＊2 

指定難病 

難病のうち「患者数が本邦の一定の人数に達しておらず客観的な診断基準が確立しているもの」として厚生労働省が定めたものが指定難病で

す。詳しくは，難病情報センターホームページ（http://www.nanbyou.or.jp/）を参照してください。 

小児慢性特定疾病 

児童又は児童以外の満２０歳に満たない方が，その疾病にかかっていることにより長期療養を必要とする疾病で，厚生労働省が定めたもので

す。詳しくは，小児慢性特定疾病情報センターホームページ（http://www.shouman.jp/）を参照してください。 

 

【目指すべき方向性】 

● 難病等患者が，早期に正しい診断を受けることができる医療提供体制の構築を図ります。 

● 地域で療養生活が継続できるよう，保健・医療・福祉の連携体制の緊密化を推進するとともに，難病医療

連絡協議会を設置し，重症難病患者に対する医療を確保します。 

● 難病等患者及びその家族の負担を軽減するため，保健所による訪問等や難病相談支援センター，小慢さぽ

ーとせんたーを設置し，支援体制の充実を図ります。 

現状と課題 
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【図表５－２－１４－１】全国及び宮城県内の指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成制度に関する指定医＊1数 

 

 

 

 

【図表５－２－１４－２】医療圏別指定難病及び小児慢性特定疾病医療費助成制度に関する指定医・指定医療機関＊2の指定状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 

＊２ 

指定医 

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下，「難病法」という。）又は児童福祉法に基づき，都道府県知事又は政令指定都市市長の指定を

受けた医師です。法律に基づく指定難病及び小児慢性の医療費助成の支給認定の申請に必要な，診断書（臨床調査個人票又は医療意見書）は，

指定医のみが作成できます。 

指定医療機関 

難病法又は児童福祉法に基づき，都道府県知事又は政令指定都市市長の指定を受けた病院・診療所・薬局・訪問看護ステーションです。法律に

基づく指定難病及び小児慢性の医療を提供するに当たっては，指定医療機関の指定を受ける必要があります。 

指定医及び指定医療機関の最新の状況は，宮城県保健福祉部疾病・感染症対策室及び仙台市子供未来局子供保健福祉課のホームページを参照し

てください。 

難病等の医療提供体制の現況 

全国 宮城県 仙南 仙台 大崎・栗原
石巻・登米・

気仙沼

指定医（指定難病） 135,514人 2,334人 141人 1,762人 191人 240人

人口１０万対 106.8 100.2 80.3 115.1 69.9 68.7

指定医（小児慢性） 36,702人 805人 27人 653人 39人 86人

人口１０万対 28.9 34.5 15.4 42.6 14.3 24.6

出典：県保健福祉部調査（平成２９（２０１７）年４月１日現在） 

※人口１０万対の算出には，「人口推計」（平成２８（２０１６）年１０月１日現在）（総務省統計局），「宮城県推計

人口」（平成２８（２０１６）年１０月１日現在）（県震災復興・企画部）を用いています。 

指定難病指定医 191人

指定難病指定医療機関 309か所

小児慢性指定医 39人

小児慢性指定医療機関 220か所

大崎・栗原医療圏

指定難病指定医 240人

指定難病指定医療機関 322か所

小児慢性指定医 86人

小児慢性指定医療機関 231か所

石巻・登米・気仙沼医療圏

指定難病指定医 1,762人

指定難病指定医療機関 1,928か所

小児慢性指定医 653人

小児慢性指定医療機関 892か所

仙台医療圏

指定難病指定医 141人

指定難病指定医療機関 183か所

小児慢性指定医 27人

小児慢性指定医療機関 119か所

仙南医療圏
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（２）保健・医療・福祉の連携体制 

● 難病等を主な要因とする身体の機能障害や長期安静の必要から日常生活に著しい支障がある難病等患者は，

医療・介護サービスの需要が高いことから，様々なサービスを重層的に提供するため，市町村を中心とし

た医療・保健・福祉の連携体制の強化を支援する必要があります。 

● 人工呼吸器を常時装着しなければならない重症の難病患者については，症状の変化に対応しながら療養生

活を支援する必要があり，医療機関が療養支援に参画し患者を支える体制整備が求められています。 

 

（３）患者の支援体制 

● 生活面の制約や治療等の経済的負担が大きい重症の難病患者及びその家族の療養生活を支援するため，広

く開かれた相談窓口を運営し，医療費助成や介護保険・障害者総合支援法などの適切な福祉サービスにつ

なぐ必要があります。 

● 支援が必要な難病患者などを保健所において早期に把握するとともに，個別の課題をケース会議などを通

じて市町村などの関係機関と共有し，療養支援を強化する必要があります。 

 

 

【図表５－２－１４－３】指定難病等認定患者数等の推移 

区    分 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

指 定 難 病 対 象 疾 病 数 ― ― 110 306 306 

指 定 難 病 認 定 患 者 ― ― 16,807人 17,975人 18,680人 

特 定 疾 患 ＊ 1 対 象 疾 病 数  4 65

特 定 疾 患 認 定 患 者 15,545人 16,460人 17,686人 25人 21人 

小 児 慢 性 特 定 疾 病 対 象 疾 病 数 514(+2包括疾病) 704(+56包括疾病) 

小 児 慢 性 特 定 疾 病 患 者 2,475人 2,470人 2,528人 2,557人 2,618人 

遷 延 性 意 識 障 害 ＊ 2 認 定 患 者 81人 86人 78人 61人 58人 

出典：県保健福祉部・仙台市子供未来局調査 

 

【図表５－２－１４－４】相談等件数の推移 

区    分  平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

難病相談支援センター＊3 相 談 件 数 2,324 2,550 2,089 2,381 2,660 

小慢さぽーとせんたー＊3 相 談 件 数 ― ― 34 275 426 

難病医療連絡協議会＊ 4 

相 談 件 数 1,459 1,292 1,226 1,772 1,571 

入院調整件数 24 50 52 60 67 

拠点病院等の数 38 38 38 38 40 

出典：県保健福祉部調査 

 

 

 

 

 

＊１ 

＊２ 

＊3 

＊4 

特定疾患 

原因不明であって治療の方法が確立していないことから治療が困難であり，かつ，医療費が高額となる疾患であると厚生労働省が定めたもので

す。 

遷延性意識障害 

３ヶ月以上にわたり，次の６項目を満たす状態にあるものをいいます。①自力移動不能，②自力摂食不能，③糞便失禁状態，④意味のある発語

不能，⑤簡単な従命以上の意思疎通不能，⑥追視あるいは認識不能。 

難病相談支援センター及び小慢さぽーとせんたー 

難治性の疾病や小児慢性特定疾病に罹患している患者・家族の療養生活を支援するため，県が開設しています。詳しくは，難病相談支援センタ

ーホームページ，小慢さぽーとせんたーホームページを参照してください。 

難病医療連絡協議会について 

人工呼吸器を装着した重症の難病患者及び家族の療養生活を医療面から支援するため，医療機関や行政機関が連携して患者支援を行っていま

す。詳しくは，神経難病医療連携センターホームページを参照してください。 
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【図表５－２－１４－５】県保健所による療養支援の推移 

区    分  平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 

家 庭 訪 問 訪問件数 424 391 362 333 265 

難 病 対 策 地 域 協 議 会 開催件数 3 2 4 3 4 

在宅療養支援計画策定・評価 
策定件数 77 63 119 92 77 

評価件数 78 63 104 71 80 

難 病 支 援 者 育 成 研 修 開催回数 7 6 10 2 8 

出典：県保健福祉部調査 

 

 

１ 早期に正しい診断を受けることができる医療提供体制の整備 

● 住み慣れた地域で医療が受けられるよう指定医の確保や指定医療機関の充実を推進します。 
● 難病診療連携拠点病院等を指定し，早期に正しい診断ができる医療体制の構築を目指します。 

 

２ 保健・医療・福祉の連携の推進 

● 県保健所において，難病対策地域協議会を開催し，市町村との課題の共有や福祉サービスの充実を推進し

ます。 
● 難病医療連絡協議会を設置し，人工呼吸器を常時装着する重症難病患者の療養を支援する医療機関の連携

体制の構築を目指します。 

 

３ 難病等患者及びその家族への支援体制の充実 

● 難病相談支援センター及び小慢さぽーとせんたーを設置し，患者や家族等からの療養や生活の悩みや就労

相談に応じるとともに，研修会等の開催や患者・家族の交流の充実を図っていきます。 
● 県保健所で家庭訪問や支援者育成研修を実施するとともに，そこで明らかになった課題を難病対策地域協

議会で市町村等と共有し，難病等患者及びその家族への支援体制を充実します。 
● 各種医療費助成制度の円滑な実施と関係機関への周知に努めます。 

 

 

 

 

指  標 現  況 2023年度末 出  典 

指定難病指定医の確保（人口10万対） 100.2 106.8 
県保健福祉部調査（平成29（2017）年4月1

日現在） 

 

 
 
 
 
 
 

施策の方向 

数値目標 
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第１５節 健康危機管理対策 

 

 

１ 健康危機管理とは 

● 「健康危機管理」とは，医薬品，食中毒，感染症，飲料水その他何らかの原因により発生する県民の生命，

健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生の予防，拡大の防止，治療等に関する業務のこ

とをいいます。（「厚生労働省健康危機管理基本指針」） 
● 「その他何らかの原因」には，阪神・淡路大震災，東日本大震災等の自然災害，和歌山市毒物混入カレー

事件等の犯罪，ＪＯＣによる東海村臨界事故，東京電力福島第一原子力発電所事故等が含まれ，また，地

下鉄サリン事件や炭疽菌などのＮＢＣテロ＊２等，様々な原因の健康危機管理事例が含まれます。 

 

【図表５－２－１５－１】近年の健康危機管理事例 

平成７年 （１９９５年） 阪神・淡路大震災，地下鉄サリン事件 

平成８年 （１９９６年） 堺市Ｏ－１５７食中毒 

平成１０年 （１９９８年） 和歌山毒物混入カレー事件 

平成１１年 （１９９９年） 東海村臨界事故 

平成１２年 （２０００年） 有珠山噴火，雪印乳業製品食中毒，三宅島噴火 

平成１３年 （２００１年） 兵庫・明石花火大会事故 

平成１４年 （２００２年） ＦＩＦＡワールドカップ日本開催，重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ） 

平成１６年 （２００４年） 台風２３号，新潟県中越地震，スギヒラタケ脳症 

平成１７年 （２００５年） 福知山線尼崎脱線事故 

平成１９年 （２００７年） 新潟県中越沖地震 

平成２０年 （２００８年） 中国産冷凍ギョウザによる薬物中毒事案 

平成２１年 （２００９年） 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１） 

平成２３年 （２０１１年） 東日本大震災，東京電力福島第一原子力発電所事故 

平成２５年 （２０１３年） 鳥インフルエンザ（Ａ／Ｈ７Ｎ９） 

平成２６年 （２０１４年） エボラ出血熱 

平成２７年 （２０１５年） ジカウイルス感染症 

平成２８年 （２０１６年） 平成２８年熊本地震 

平成２９年 （２０１７年） 鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ６ 亜型） 

出典：「平成22年版 厚生労働白書」（厚生労働省），一部追加 

 

＊1 リスクコミュニケーションとは，関係者が情報を共有しつつ，相互に意思疎通を図ることをいいます。リスクについて意見交換することで，相

互理解を促進しリスクの低減を図るものです。 

＊2 ＮＢＣテロとはＮ(Nuclear・核)Ｂ（Biological・生物）Ｃ（Chemical・化学）物質を使用したテロのことをいいます。 

【目指すべき方向性】 

● 県民の生命と健康を脅かす健康危機が発生し，または発生の恐れがある場合に備えて，健康被害の発生予

防，拡大防止，治療等を図る健康危機管理体制を整備するとともに，その充実強化に努めます。 

● 県民への的確な情報提供に努め，日頃からリスクコミュニケーション＊１の推進に努めます。 

● 地域の健康危機管理の拠点となる保健所においては，健康危機管理に係る責任者を中心とした情報の一

元管理及び平常時からの訓練，研修による人材育成に重点的に取り組みます。 

現状と課題 
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２ 宮城県の健康危機管理体制 

● 宮城県における健康危機管理体制は，各種の健康危機事象に対応した分野別の個別マニュアル等において

整理されており，それぞれの健康危機事象のレベルに応じた体制のもとで，対応していくことになってい

ます。 
● 県民の生命，健康の安全を脅かす事態に対して，平時においては健康被害の発生予防，拡大防止，治療等

の業務を行うための健康危機管理体制の整備と，健康危機管理事象の発生時においても迅速かつ適切な対

応が求められています。 
● なお，平成２３（２０１１）年の東日本大震災においては，沿岸地域に大規模かつ広域的な被害をもたら

しました。被災地域においては，大規模災害時の健康危機管理体制が十分機能できず，初動体制の遅れや

地域の関係機関との連携に課題を残したことから，その反省や評価を踏まえた各種マニュアルの作成や見

直しに取り組んでいます。 

 

 

 

１ 健康危機管理体制の整備及び充実強化 

● 健康危機が発生した場合，速やかに原因を究明し，適切な健康被害の拡大防止策を講じるとともに，迅速

かつ適切な医療を提供する体制の構築に向けて，国及び他の自治体を含む関係機関・団体等の役割を明確

にし，健康危機時における連携体制と連絡体制の充実強化を図ります。 

● 新興･再興感染症，原因不明の危機事象，放射線事故等，健康に係る様々なリスクに関し，被害の拡大防

止，住民の不安の解消及び風評等による混乱の回避を図るために，住民に対して，被害の状況，健康危機

の対処法や注意事項等を迅速かつ正確に情報提供する体制を整備し，リスクコミュニケーションの推進に

努めます。 

● 健康危機管理に係る専門的人材の育成を図ります。 

 

２ 保健所における健康危機管理体制の機能強化 

● 健康危機管理に係る保健所の機能強化に向けて，それぞれの地域の特性や実情に合わせた，実効性のある

所内健康危機管理体制を整備し，訓練を実施して，その検証と充実に努めます。 

● 健康危機管理事象の発生に備え，市町村，地元医師会，拠点病院や消防等の関係機関との連絡会議等を通

じ，連絡体制の整備や健康危機時の対応策の検討等を行い，連携体制の強化を図ります。 

● 研修や訓練を実施して，専門的人材の育成を図ります。 

施策の方向 
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【図表５－２－１５－２】宮城県の健康危機管理に関する計画・マニュアル等一覧（平成２９（２０１７）年４月現在） 

計画・マニュアル等の名称 担当課 

宮城県地域防災計画 

地震災害対策編 

危機対策課 津波災害対策編 

風水害等災害対策編 

 課策対全安力子原 編策対害災力子原

 課策対機危 画計護保民国県城宮

 課務総祉福健保 ンイラドイガ援支るす対に等者援支要動行難避県城宮

 課策対全安力子原 ルアュニマ動活療医くば被時急緊災防力子原

 課進推全安のしら暮と食 領要理処件事毒中食

 課進推全安のしら暮と食 ルアュニマ応対件事入混物毒

 課進推全安のしら暮と食 ルアュニマ本基理管機危の食ぎやみ

 課務総祉福健保 ルアュニマ・ンイラドイガ動活生衛衆公時害災県城宮

 課策政療医 ルアュニマ動活護救療医時害災模規大

 室策対症染感・病疾 画計防予症染感県城宮

 室策対症染感・病疾 画計防予核結県城宮

 室策対症染感・病疾 画計動行応対）ＳＲＡＳ（群候症器吸呼性急症重

 室策対症染感・病疾 画計動行等ザンエルフンイ型新県城宮

 室策対症染感・病疾 ルアュニマ応対等ザンエルフンイ型新県城宮

養鶏場等における高病原性鳥インフルエンザ発生時の対応マニュアル 疾病・感染症対策室 

宮城県高病原性及び低病原性鳥インフルエンザ対策本部設置運営マニュアル 農林水産総務課 

 課産畜 ルアュニマ疫防ザンエルフンイ鳥性原病低び及性原病高県城宮

 室理管営経道水 画計全安水局業企県城宮
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